
安城市燃料電池自動車用水素供給設備整備費補助金交付要綱 
 

（趣旨） 
第１条 燃料電池自動車等の普及を通し、水素エネルギー社会の構築を推進するた

め、市内に水素供給設備を整備する事業に要する経費に対して支給する補助金に

関し、安城市補助金等の予算執行に関する規則（昭和３９年安城市規則第１６号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 
 （定義） 
第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 
（１）県補助要綱 平成２７年度愛知県水素ステーション整備費補助金交付要綱（

平成３１年４月１０日施行）をいう。 
（２）燃料電池自動車等 燃料電池を搭載し、水素を燃料電池の燃料として用いる

自動車登録番号標若しくは車両番号標の交付を受けた自動車、市町村の条例で

付すべき旨を定められている標識を取り付けている小型特殊自動車若しくは原

動機付自転車又は構内で使用する産業用車両をいう。 
（３）水素供給設備 燃料電池自動車等に燃料として水素を供給する設備（定置式、

移動式及び水素集中製造設備を含む。）をいう。 
 （補助事業） 
第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、県補助

要綱に基づく補助金の交付決定（申請しようとする年度内のものに限る。）を愛

知県知事（以下「知事」という。）から受けた水素供給設備（移動式については、

運用場所が市内であるものに限る。以下「補助対象設備」という。）を市内に整

備することをいう。 
 （補助対象者） 
第４条 補助金の交付対象となる者は、補助事業をしようとするもので、次のいず

れの要件にも該当しないものとする。 
（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 

７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）である者 
（２）暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）が役

員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代

表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）で



ある者 
（３）役員等が、暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 
 （補助金の額） 
第５条 補助金の額は、補助対象設備に係る県補助要綱に基づく補助金の額に２分

の１を乗じて得た額（１，０００円未満の端数を切り捨てた額）とする。ただし、

７，５００万円を限度とする。 
 （交付の申請） 
第６条 補助金の申請をしようとする者は、安城市燃料電池自動車用水素供給設備

整備費補助金交付申請書（様式第１。以下「交付申請書」という。）に、補助対

象設備に係る次の書類を添えて、市長に提出しなければならない。 
（１）県補助要綱に基づき知事に提出した申請の書類（添付書類を含む。）の写し 
（２）県補助要綱に基づき知事から受けた補助金の交付の決定の通知の写し 
（３）その他市長が必要と認める書類 
 （交付申請書の受付） 
第７条 市長は、交付申請書を先着順に受け付けるものとし、補助金の交付申請額

が予算の範囲を超えるときは受付を停止することができる。 
 （交付の決定） 
第８条 市長は、交付申請書を受け付けたときは、その内容を審査し、必要に応じ

て現地調査を行い、適当と認めたときは、申請者に対して安城市燃料電池自動車

用水素供給設備整備費補助金交付決定通知書（様式第２）により通知するものと

する。この場合において、適正な交付を行うため必要があると認めるときは、補

助金の交付の決定につき必要な条件を付すことができるものとする。 
 （申請の取下げ） 
第９条 前条の規定による交付決定の通知を受けた者（以下「交付決定者」という。

）は、次に掲げる場合には、直ちに安城市燃料電池自動車用水素供給設備整備費

補助金交付申請取下届出書（様式第３）を提出しなければならない。 
（１）第６条の規定に基づく申請の取下げをしようとするとき。 
（２）補助対象設備に関して県補助要綱に基づき知事に申請の取下げをしたとき。 
２ 前項第２号の事由による同項の届出書には、補助対象設備に関して県補助要綱 
 に基づき知事に届出した申請の取下げ書類（添付書類を含む。）の写しその他市 

長が必要と認める書類を併せて提出しなければならない。 
（計画変更） 



第１０条 交付決定者は、次に掲げる場合は、安城市燃料電池自動車用水素供給設

備整備費補助金計画変更承認申請書（様式第４。以下「変更承認申請書」という。

）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 
（１）補助事業の内容を変更するとき。 
（２）補助事業の全部又は一部を他に承継しようとするとき。 
（３）補助事業の全部又は一部を中止し、又は廃止しようとするとき。 
２ 前項の申請書には、補助対象設備に関し県補助要綱に基づき知事に提出した計

画変更の申請の書類（添付書類を含む。）の写し及び知事から受けた計画変更の

承認の通知の写しその他市長が必要と認める書類を併せて提出しなければならな

い。 
３ 市長は、第１項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、必要に応

じて現地調査を行い、計画の変更を承認する場合は、安城市燃料電池自動車用水

素供給設備整備費補助金計画変更承認通知書（様式第５）により、交付決定者に

通知するものとする。 
 （実績報告） 
第１１条 交付決定者は、補助事業が完了したときは、当該年度の末日までに、安

城市燃料電池自動車用水素供給設備整備費補助金実績報告書（様式第６。以下「

実績報告書」という。）に、補助対象設備に係る次の書類を添付して市長に提出

しなければならない。 
（１）県補助要綱に基づき知事に提出した実績報告の書類（添付書類を含む。）の

写し 
（２）県補助要綱に基づき知事から受けた補助金の額の確定の通知の写し 
（３）安城市燃料電池自動車用水素供給設備整備費補助金取得財産等管理台帳・取

得財産等明細表（様式第７） 
（４）その他市長が必要と認める書類 
２ 申請者は、補助事業が当該年度の末日までに完了しないときは、同日までに、

安城市燃料電池自動車用水素供給設備整備費補助金年度末実績報告書（様式第８

）に、補助対象設備に係る書類を添付して市長に提出し、その指示に従わなけれ

ばならない。 
（１）県補助要綱に基づき知事に提出した当該報告に関する書類（添付書類を含む。

）の写し 
（２）その他市長が必要と認める書類 



３ 第１項又は前項の場合において、やむを得ない理由によりその提出が遅延する

場合には、あらかじめ市長の承認を受けるものとする。 
 （補助金の額の確定等） 
第１２条 市長は、前条第１項の実績報告書を受理し、当該報告書に係わる書類の

審査等により、その報告書に係る補助事業の内容が、補助金の交付の決定内容及

びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付する補助金の額を確定し、

速やかに申請者に対して安城市燃料電池自動車用水素供給設備整備費補助金確定

通知書（様式第９）により通知する。 
 （補助金の交付） 
第１３条 交付決定者が補助金の交付を受けようとするときは、速やかに安城市燃

料電池自動車用水素供給設備整備費補助金交付請求書（様式第１０）を提出し、

市長はこの請求に基づき補助金を交付するものとする。 
 （補助金の交付決定の取消し） 
第１４条 市長は、規則に定めるもののほか、次のいずれかに該当すると認めると

きは、交付決定を取り消し、安城市燃料電池自動車用水素供給設備整備費補助金

取消通知書（様式第１１）により、申請者に通知するものとする。 
（１）偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。 
（２）補助対象設備に関し県補助要綱に基づき知事から交付決定の取消しを受けた

とき。 
（３）その他市長が不適当と認めたとき。 

（補助金の返還） 
第１５条 市長は、前条の規定により補助金の交付を取り消した場合において、既

に補助金が支払われているときは、当該交付決定者に対し、返還請求をする日か

ら起算して３０日以内にその全額を返還するよう命じるものとする。 
（債権譲渡の禁止） 

第１６条 交付決定者は、補助金の交付に関し生じる権利を市長の承諾を得ずに第

三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、市長が止むを得ないと認め

る場合は、この限りでない。 
（県補助金の取消の報告） 

第１７条 交付決定者は、補助対象設備に関し県補助要綱に基づき知事から、交付

決定の取消しを受けたときは、直ちに当該取消しの通知書の写しを市長に提出し、

その旨報告しなければならない。 



（取得財産の管理等）  
第１８条 交付決定者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下

「取得財産等」という。）については、補助事業の完了後においても善良な管理

者の注意をもって管理し、補助金の交付の目的に従って、その効率的運用を図ら

なければならない。 
２ 交付決定者は、取得財産等について安城市燃料電池自動車用水素供給設備整備

費補助金取得財産等管理台帳・取得財産等明細表を備え、管理しなければならな

い。 
 （財産の処分の制限） 
第１９条 交付決定者は、補助対象設備に関し県補助要綱に基づき財産の処分をし

ようとするときは、直ちに安城市燃料電池自動車用水素供給設備整備費補助金財

産処分承認申請書（様式第１２）に、補助対象設備に係る次の書類を添付して市

長に提出しなければならない。 
（１）県補助要綱に基づき知事に提出した財産処分の申請の書類（添付書類を含む。

）の写し 
（２）県補助要綱に基づき知事から受けた財産処分の承認の結果の通知の写し 
（３）その他市長が必要と認める書類 
２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、必要に応じ

て現地調査を行い、財産処分を承認する場合は、安城市燃料電池自動車用水素供

給設備整備費補助金財産処分承認結果通知書（様式第１３）により、交付決定者

に通知するものとする。 
 （補助事業の経理等）  
第２０条 交付決定者は、補助金の経理について、補助金以外の経理と明確に区分

し、その収支の状況を会計帳簿等によって明らかにしておくとともに、当該会計

帳簿及び収支に関する証拠書類を取得財産の処分制限が終了した日の属する会計

年度末又は補助事業の廃止の承認があった場合にはその日の属する会計年度の終

了後５年間保存しておかなければならない。 
（データの提供要請等） 

第２１条 市長は、市の施策に基づき水素供給設備の普及促進を図るため、必要な

範囲において申請者及び補助金の交付を受けた者等に対して水素供給設備等の普

及に資するデータ等の提供その他必要な情報の提供を要請することができる。 
２ 申請者等は、前項の要請を受けた場合は、これに協力するよう努めなければな



らない。 
（委任） 

第２２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 
附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 
   附 則 
１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 
２ この要綱の規定による改正後の安城市燃料電池自動車用水素供給設備整備費補

助金交付要綱の規定は、令和２年度分の安城市燃料電池自動車用水素供給設備整

備費補助金から適用し、令和元年度分までの安城市燃料電池自動車用水素供給設

備整備費補助金については、なお従前の例による。 


